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トラック運送業における下請・荷主適正取引推進ガイドライン 

国土交通省 

平成２０年３月１４日 

平成２７年２月１２日改訂 

（抜 粋） 
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２０１４年度  

一般社団法人日本加工食品卸協会の自主行動計画 

（低炭素社会実行計画）についての調査票提出の内容骨子 
 

－ 環境数値算定標準化推進協議会 － 

（２０１３．４～２０１４．３） 

（提出先：農林水産省食品産業環境対策室） 

＊一般社団法人 日本加工食品卸協会の会員数   正会員 １３２社（平成２６年３月末現在） 

 

Ⅰ．温暖化対策（ＣＯ２排出抑制対策） 

 ①特定荷主（輸配送部門） 

 ・フオローアップに参加している会員卸数及び売上高（倉出売上高他）   

１０社 ８９，１９８億円（前年比１０９．８％） 

 ・フオローアップカバー数    正会員の７．６％％（１０社／１３２社） 

 （旭食品・伊藤忠食品・加藤産業・国分・日本アクセス・日本酒類販売・マルイチ産商・三井食品三菱食品・ヤマエ久野）  

 

 ②特定事業者（事業場部門） 

 ・フオローアップに参加している会員卸数及び使用面積（延床面積） 

１６社 ４，８５１，２１３㎡（前年比１０６．４％） 

 ・フオローアップカバー数    正会員の１２．１％（１６社／１３２社） 

  （旭食品・伊藤忠食品・加藤産業・関東国分・国分・昭和・トーカン・日本アクセス・日本酒類販売藤徳物産・マルイチ産商・

三井食品・三菱食品・山形丸魚・ヤマエ久野・ユアサフナショク） 

 

１．自主行動計画における目標 

「地球温暖化」について、加工食品業界における中間流通機能の担い手である我が業

界、就中当協会会員企業は、取引先との協力により、各企業活動に伴うエネルギー消費

原単位を基準年度２０１１年度に対し、２０２０年度においては事業所毎に９５％の水準にす

ることを目標とする。（特定荷主の輸配送・特定事業者の事業場の両部門で） 

 

２． 目標達成のための取り組み 

（特定荷主） 

・着荷主との取引慣行を見直し、配送頻度を変更 

・最適物流拠点へ再配置して輸配送距離を短縮し、燃料使用量を低減化  

・配送委託先ドライバーに対するエコドライブの啓発・推進 

・車両単位の日々の運行実績を把握し、月次エネルギー使用量を自動計算化  

・ＡＳＰサービスの運行管理システムを委託物流会社に提供 

・共配事業を拡大推進し、業界全体で配送効率を高めＣＯ２の削減に努める 

・配送距離短縮・積載効率向上により、売上対比の燃費の向上を図る 
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・幹線輸送事業者との連携による往復荷の確保で空車率を改善  

（特定事業者） 

・デマンド監視装置の設置による使用エネルギーの見える化の推進  

・窓ガラスへの遮光フィルムの導入 

・ＯＡ機器、照明器具等の省エネ機器への変更 

・長時間離席時のパソコンの電源オフ  

・空調の効率運転、夏季、冬季の室温設定の徹底化 

・不要時間の照明消灯の徹底やエレベーターの使用削減 

・クールビズ、ウォームビズの導入実施と扇風機・サーキュレーターを活用して設定温度の調整  

・太陽光発電パネルの装着と蓄電設備の導入 

・蛍光管の間引き 

・省エネ型冷凍機、製氷機への設備更新 

・ボイラーのエネルギー転換（Ａ重油⇒都市ガス） 

・屋根に遮熱塗料を導入実施 

 

３．エネルギー消費量・ＣＯ２排出量の実績 

＊（特定荷主企業１０社合計数値） 

 ２006 年 2007 年 2008 年 2009 年 

生産高（倉出売上高他） 55,546 億円 65,355 億円 66,385 億円 66,079 億円 

エネルギー消費量（原油換算 kl） 130,200kl 142,576kl 137,952kl 134,726kl 

エネルギー消費量原単位（原油換算/億円） 2.34 2.18 2.08 2.04  

CO２排出量 （ｔ－CO2） 345,786 378,371 366,226 357,592   

CO２排出原単位（ｔ－CO2/億円） 6.23 5.79 5.51 5.41 

 2010 年度 2011 年度 2012 年度 2013 年度 

生産高（倉出売上高他） 68,090 億円 76,645 億円 81,252 億円 89,198 億円 

エネルギー消費量（原油換算 kl） 138,517kl 151,015kl  165,528kl 174,612kｌ 

エネルギー消費量原単位（原油換算/億円） 2.03 1.97 2.04 1.96 

CO2排出量 （ｔ－CO2） 367,240 400,961 439,341 463,543 

CO2排出原単位（t-co2/億円） 5.39 5.23 5.41 5.20 

 

＊（特定事業者企業 16 社合計数値） 

 2009 年度 2010 年度 2011 年度 

使用面積 4,400,240 ㎡ 4,342,886 ㎡  4,433,135 ㎡ 

エネルギー消費量（原油換算 kl）  137,347kl 145,547kl 138,528kl 

エネルギー消費量原単位％（原油換算/使用面積 100 ㎡） 3.121 3.351 3.125 

CO２排出量  （ｔ－CO2）  240,827 234,904 233,882 

調整後 CO2排出量  205,027 205,179 204,626 

CO2排出原単位（t-CO2/使用面積 100 ㎡） 5.467 5.409 5.276 

調整後 CO2 排出原単位 4.659 4.724 4.616 
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  2012 年度 2013 年度  

使用面積 4,561,164 ㎡  4,851,213 ㎡  

エネルギー消費量 148,658kl 152,625  

エネルギー消費量原単位％（原油換算/使用面積 100 ㎡） 3.259 3.146  

CO2排出量  （ｔ－CO2） 294,411 336,333  

調整後 CO2排出量  250,963 290,503  

CO2排出原単位（t-CO2/使用面積）  6.455 6.933  

調整後 CO2排出原単位 5.502  5.988  

 

【２０１３年度のエネルギー消費量・ＣＯ２排出量増減の理由】 

（特定荷主） 

・２０１３年度における加工食品卸業界は、流通の再編統合や物流受託事業の増加により上位

集中化が強まり、売上高は前年比１０９．８％と大幅に増加した。必然的に車両台数は増加し

たが、エネルギー消費量の削減策を講じた結果、原単位は前年より良化し、基準年度の水準

を下回る原単位を確保する。 

（特定事業者） 

・加工食品流通は、機能の高度化を目指した、フルライン物流の進展から温度帯管理の物流

設備の増強があり、延べ床面積が増加し（１０６．４％）エネルギーの消費量も増加する。しかし

ながらエネルギー消費の効率化により原単位は良化を示し基準年度に近づく。 

  

４． クレジット等の活用状況と今後の予定 

自主行動計画（低炭素社会実行計画）に参画している事業者のうち１社は、Ｊ－ＶＥ Ｒ物流分

野のクレジットを３０ｔＣＯ２創出（２０１０年～２０１２年）。Ｊ－ＶＥＲ森林分野クレジットは２０１２年ま

でに８１５ｔのＣＯ２クレジットを創出。一部オフセットに使用している。国内クレジットは、物流分野

で方法論を作成。Ｊ－ＶＥＲ、国内クレジットの統合クレジットＪクレジット制度においてもＣＯ２クレ

ジットの創出を検討中。卸売業の事業活動全般をカーボンニュートラルする計画を申請、認証

を得た。 

 

５． 森林吸収に関して 

自主行動計画（低炭素社会実行計画）に参画している事業者のうち１社は、関係者が保有する

三重県松阪市の山林をＪ－ＶＥＲの間伐促進型プロジェクトとして認証を受け、５年計画で手入

れを進めている。その山林は森林吸収の観点だけでなく生物多様性の面も考慮に入れて管理

を行っている。 
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Ⅱ．廃棄物対策  

（１） 自主行動計画における目標 

事業所毎に発生する廃棄物の発生を抑制して、減量化し、いっそうの再資源化を進めて、

排出物の削減に努める。特に食品廃棄物については｢食品リサイクル法｣に定める業種別

再生利用等の実施目標（食品卸売業  70%）、発生抑制の目標値（業種別基準発生原単

位 4.78Kg/百万円 業界自主管理目標）に向けて取り組む。 

  

（２） 目標達成のための主要な取り組み 

・事務消耗品の廃棄物（特に書類）の発生を極力抑制 

・コピー紙の両面印刷及び縮小使用による使用量の削減、書類の裏面再活用や社内封筒の

複数活用の推進 

・電子化による紙類の使用減を図る 

・分別収集による資源リサイクルの推進 

・過剰梱包材・配送資材の廃止依頼 

・流通管理による商品の不良化防止と廃棄処分の減量化 

・「食品リサイクル法」のリサイクル率達成に向けて廃棄物管理の徹底  

① 電子マニュフｴスト化による「見える化」促進 

② 廃棄物処理ルートの見直し 

 

（３） 2013 年度に実施した廃棄物対策の事例、効果 

・2007 年度に弊協会が作成した「改正食品リサイクル法への対応ガイドライン」及び「産業廃棄

物の処理について」の再改訂版を策定し啓蒙・普及活動に取組む 

・食品廃棄物の発生抑制の業界の自主管理目標として原単位を設定 

・食品廃棄物を循環リサイクルできるよう容器と廃棄物を出来るだけ分別した廃棄物･再資源化

量等の実績 

・フォローアップに参加している会員卸数及び売上高 ７社 6,960,920 百万円                      

・フォローアップカバー数 正会員の 5.3％ （７社/132 社） 

（伊藤忠食品・加藤産業・国分・日本アクセス・トーカン・マルイチ産商・三菱食品） 
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